
令和６年度事業報告 
 

第１ 事業報告 
農山漁村の維持発展を図っていくためには、農村関係人口の拡大を図りながら、地域の創

意工夫による取り組みを進め、所得の向上や雇用の増大を図っていくことが重要である。 

  当機構は、これまで直売所、農家民宿等の情報提供等により交流人口の拡大に努めると  

ともに、直売所、農家民宿等の開設・運営支援、インストラクター育成スクール研修、コミ

ュニティ・ビジネスセミナーなどによる人材育成等により地域づくりを総合的にサポートし

てきた。 

 

令和６年度には、政府による地方創生２.０の検討開始など新たな動き等を踏まえ、都市

と農山漁村との間の交流人口の増加等を通じて地域活性化を推進するため、全国農林水産物

直売サミット、全国廃校活用セミナー等当機構の主要行事など公益目的支出計画に基づき公

益事業を実施するとともに、自主事業の強化等公益目的計画終了後の自立化に向けた取り組

みを実施した。 

 

 

第２ 事業内容 

Ⅰ 公益目的事業 
１ 都市と農山漁村の交流促進を通じた農山漁村活性化支援事業 

（１） 都市農山漁村の交流促進 

    ア) オーライ！ニッポン会議支援事業 

「オーライ！ニッポン会議」（都市と農山漁村の共生・対流推進会議）に結集する

推進主体の一つとして、「オーライ！ニッポン会議」と連携しつつ、民間が主体的に

取り組む都市と農山漁村の共生・対流の国民運動を引き続き展開するため、共生・

対流の優れた取組みに対する表彰事業「２０回オーライ！ニッポン大賞」の実施に

むけて、応募者への新たな特典として、ふるさとプロボノとの連携等準備を進めた。 

 

イ）子ども農山漁村交流プロジェクト支援事業 

内閣官房「まち・ひと・しごと創生総合戦略」において子供の農山漁村体験の充

実が図られることとなっており、総務省・内閣官房・文部科学省・農林水産省・

環境省の取組みに協力するとともに、受入地域団体の登録、内閣官房のＷＥＢサイ

トによる受入地域団体の紹介、受入体制の整備等の相談対応、損害保険制度の事務

等を行った。 

 

ウ）普及啓蒙・交流イベント等支援事業 

「塾友会」等法人会員等に対して情報提供・普及活動を行っている月例研究会を、

「令和５年度 食料・農業・農村白書」をテーマに、農林水産省大臣官房 広報評価

課 情報分析室長 植杉紀子氏を講師に招き実施した。 

 

（２）農林水産物直売所等６次産業･地産地消活動の推進 

ア) 第２１回全国農林水産物直売サミットの開催を主催 

講演、事例紹介、４つの分科会、交流会、３コースの直売所視察を通じ、全国の直

売所関係者の連携と交流を深めた。また、地産地消や直売活動にたずさわる者が全国

から集まるこの機会を活用し、当機構から農林水産省の補助事業で実施した「地産地

消イレブン」(１１カ条)のとりまとめ内容について、サミット参加者から意見を募り

最終提案に反映した。 



日 程：令和６年１１月２１日（木）～１１月２２日（金） 

場 所：大分県別府市、大分県内の農林水産物直売所 

テーマ：「６次産業の発祥の地で、直売所の未来を描こう 

～直売所が支える日本の食・農・暮らし～」 

参加者：全国の直売所関係者約２６０名  

内 容：＜講演＞「地域を支えて３５年。直売所ができることはすべてやる」 

(有)清川ふるさと物産館 夢市場 代表取締役(道の駅きよかわ駅長) 

 三浦 俊荘 

活動紹介①「新たなニーズを形にする。２０代駅長の店づくり」    

（株）蒲江創生協会 代表取締役 (道の駅かまえ 駅長)          早川 光樹 

活動紹介②「組織のトップ３は女性。ヒト・モノ集まる人気店」 

（株）あぐり深江 深江町特産物直売所 店長 (長崎県南島原市)   井村ももか 

活動紹介③「店はもたない。インショップ２５年の信頼と実績」 

（株）サザンカクロス野菜館 代表取締役社長(大分県日出町)   増田 徳義 

＜分科会＞直売所が抱える課題をテーマにした４つの分科会 

＜現地視察＞大分県内・全３コース・直売所等   

(訪問先)ＪＡべっぷ日出「旬の館」石垣店、道の駅童話の里くす、大分大山

町農協「木の花ガルテン」、「サザンカクロス野菜館」日出店、道の駅ゆふい

ん、「亀の井別荘」鍵屋、ＪＡおおいた「オアシス春夏秋冬」、世界農業遺産

「田染荘」、大分の空むさし、道の駅竹田、道の駅きよかわ・清川ふるさと

物産館夢市場、道の駅かまえ、かまえインターパーク海べの市 他 

 

イ）全国農産物直売ネットワーク役員会の開催 

役員会の開催(全４回) 

     

（３）地産地消等推進事業  

地産地消及び国産農産物の消費拡大などに向け、施設給食等における地場産食材の使

用拡大に関する事業を推進した。また、地産地消のアップデートと特に若い世代への

情報発信に向けて、「地産地消イレブン」(１１カ条)をとりまとめて広く提案した。 

（農林水産省農村振興局 農山漁村発イノベーションサポート事業を活用） 

 

ア）地産地消情報発信 

・地産地消コーディネーター会議の開催(全２回) 

病院・企業など施設給食における地場産食材の活用を進める実践者により、施設

給食における地場産物活用の効果やメリットについての可視化の方法、客観的な評

価のあり方について検討を行った。 

 

      (メンバー) 

笠岡中央病院 栄養科科長（管理栄養士） 

袋井市教育委員会おいしい給食課 おいしい給食推進係 係長 

彦根市立病院 栄養治療科科長補佐（管理栄養士）         

（株）農林中金総合研究所 リサーチ＆ソリューション第１部 

千葉大学大学院園芸学研究院 教授                        

（株）大塚製薬工場  総務部社員食堂 係長 (管理栄養士)    

ＮＰＯ法人愛媛県有機農業研究会 理事長 

粟村 三枝 

石塚 浩司 

大橋 佐智子 

尾高 恵美 

櫻井 清一 

前田   翼 

安井  孝 

 

 

 



・令和６年度 地産地消活動報告会 

地産地消コーディネーター派遣事業の実施内容と成果の共有を目的とした 

報告会を実施。 

日 程：令和 7年３月１３日（木）１３：３０～１７：００  

場 所：東京・神田 (YouTube ライブ配信も実施) 

参加者：２００名 

（内訳）会場参加２９名 ライブ配信９１名 アーカイブ配信８０名 

 

イ）地産地消コーディネーター育成研修会の開催 

施設給食側と地場産物供給側との課題やニーズを把握し、供給体制整備等を調整  

するコーディネーターの育成に資するために実施した。 

 

【徳島会場】  

 ・日程  令和６年９月２６日（木）～２７日（金） 

 ・場所  ホテルファーストシーズン(徳島県鳴門市) 

(株)大塚製薬工場 本社・社員食堂ほか（徳島県鳴門市） 

      ・参加者 ７３名（内訳）会場参加２３名 アーカイブ配信５０名 

・講師  特定非営利法人愛媛県有機農業研究会 理事長      安井 孝 

株式会社大塚製薬工場 総務部 社員食堂 管理栄養士  前田 翼 

一般社団法人とくしまＣＳＡ風土 代表理事        金村真友子 

社食ドットコム 代表                藤井 直樹  

 ・現地研修 直売所「えがお」(JA 大津松茂)、道の駅くるくるなると」 

(株)大塚製薬工場 本社 社員食堂「Cafeteria NARUTO」 

【東京会場】  

・日程  令和６年１０月２２日（火） 

・場所  エッサム神田ホール（東京都千代田区） 

・参加者  １７０名 

（内訳）会場参加２２名 ライブ配信６７名 アーカイブ配信８１名 

・講師  千葉商科大学 人間社会学部 准教授         小口 広太 

一般財団法人武蔵野市給食・食育振興財団 理事長   北原 浩平 

ＪＡ神奈川県厚生連 伊勢原協同病院 管理栄養士  石井 洋子 

京都府農林水産部 流通・ブランド戦略課       河連 麗来 

 

ウ）地産地消コーディネーター派遣事業 

 施設給食での地場産食材供給体制づくりに向けた専門家派遣を以下の通り実施した。 

(派遣先 全１１か所) 

・茨城県取手市    取手市役所・取手市教育委員会 

・埼玉県杉戸町    杉戸町立学校給食センター 

・神奈川県鎌倉市  七里が浜楓幼稚園 

・東京都練馬区    社会福祉法人 砂原母の会 そあ季の花保育園 

・石川県穴水町    神杉保育園 

・香川県三豊市    三豊市教育委員会事務局学校給食課 

・長崎県佐世保市  公益財団法人 佐世保市学校給食会 

・宮崎県宮崎市    七つの星幼稚舎 

・鹿児島県鹿児島市  ゆとりななやしろのもり保育園 

・鹿児島県姶良市  姶良市教育委員会 

・鹿児島県伊仙町  社会福祉法人 徳之島福祉会 

                         その他、単発派遣６か所 



エ）地産地消オピニオン会議の開催 

地産地消の幅広い魅力を消費者視点で可視化させ、地産地消への共感者を広げること

を目的とした有識者会議を開催。 

(メンバー) 

ＥＸＩＬＥ                         Ü S A 
（株）ファーマン 井上農場 代表取締役                 井上  能孝 

アグリフューチャージャパン 理事長               合瀬  宏毅 

千葉商科大学 人間社会学部  准教授           小口  広太 

（一社）日本協同組合連携機構 食育食農支援チーム     加藤  美紀 

ノンフィクション作家                            島村  菜津 

明治大学農学部 教授                             竹本  田持   

(日程) 

第１回 令和６年９月９日（火）   (東京都千代田区・学士会館) 

第２回 令和６年９月１２日（金） (千葉県柏市・直売所かしわで) 

第３回 令和６年１０月１日（水） (群馬県みなかみ町・たくみの里) 

 

オ）地産地消イレブン(１１カ条)のとりまとめ 

地産地消オピニオン会議での検討および関係者の意見聴取を経て、地産地消を今日

的にアップデートした「地産地消イレブン(１１カ条)」取りまとめ、広く提案した。 

 

(地産地消イレブンの１１カ条) 

1  作り手から届く小さなメッセージを大切にしよう 

2  健康で豊かな暮らしをつくろう 

3  小さい価値を大切にしよう 

4  環境負荷を軽くしよう 

5  食料システムの最前線として考えよう 

6  新たな食料課題にも対応しよう 

7  ローカルの魅力を発見しよう 

8  どの地域でも進めよう 

9  リアルな体験から生きる実感を得よう 

10 活動を見える化しよう 

11  地産地消で日本を変えよう 

 

カ）地産地消イレブンの広報活動 

 ・フィールドレポーターによる情報収集/発信活動(地産地消実践者および大学生) 

・オリジナルロゴマークの作成 

・公式 Instagram の開設  ユーザーネーム：@chisanchishou.11 

    ・公式 YouTube チャンネルの開設 https://www.youtube.com/@地産地消イレブン/  

    ・その他、ＰＲリーフレット、ポスター、オリジナルロゴ入りエコバックなどを作成 

     

キ）地産地消に関するアンケート調査の実施 

・消費者の地産地消の意識と行動に関するアンケート調査の実施 

・都道府県の地産地消事業の推進に関するアンケート調査の実施 

 

（４）着地型旅行商品づくり支援事業の推進 

受注型企画旅行等の旅行業務については下記により実施した。 

 

 



＜農村を訪れ一次産業への理解を深める団体向け受注型企画旅行＞ 

・（一社）監査懇話会研修見学会の受注 

（東京都檜原村）令和６年１２月１１日（水） 

 

＜学校による農村交流等を目的とした企画旅行等の受託＞ 
・武蔵高等学校中学校「みなかみ民泊実習」企画旅行の受注 

（群馬県みなかみ町等）令和６年７月１６日（火）～１９日（金） 

・正則高等学校「体験型教育旅行」事前学習の講師及び企画旅行の受注 

（福島県喜多方市）令和６年８月１７日（土）～２０日（火） 

 

（５）農村地域産業導入促進支援事業の推進 

農村産業法（農村地域への産業の導入の促進等に関する法律）に基づき市町村が策定

する実施計画の策定及び変更に関する相談業務を実施した。 

 

（６）出版事業 

グリーン・ツーリズム等に関するテキスト、各種マニュアル、テキスト、パンフレッ

ト等を提供した。 

 

（７）森林・山村多面的機能発揮対策の推進 

生活様式の変化や過疎化・高齢化の進展等によって荒廃が進行し多面的機能の低下が

懸念されている里山林等の保全を図り、多面的機能を発揮するため、東京・埼玉・神奈川

の１都２県において地域住民や森林所有者等が協力して取り組む森林の保全と利用の活

動を支援した。 

・募集説明会：１５回（現地相談会を含む。） 

・審査会の開催：５回 

・交付金を交付した活動組織の数：２０組織 

・事務手続きに関する説明会：３回（オンライン開催） 

・関係人口マッチング業務（１組織・１３名） 

・アドバイザー派遣：５回 

・現地確認、現地指導等：１２回 

      

 

２ 都市農村交流情報収集・発信事業 

（１）情報の収集・発信事業 

ア）全国の農家民宿、農林水産物直売所、農家レストラン、廃校活用施設及び農業体験

の施設情報並びにそれらと連携するコラムが検索、閲覧できる総合情報サイト「里

の物語」の掲載数の増加等内容の充実を図った。 

 

イ）スマートフォン、タブレット等近年スマートデバイスの普及が加速していることを

考慮し、当機構の情報提供の形態についてもパソコンからモバイルへとの対応を図

った。また、コロナ収束後も引き続き遠隔地とのオンライン会議・講義の利便性が

認識されたことから、ZOOM 等ビデオコミュニケーションツールを活用した情報発信

を推進した。 

 

ウ）都市･農山漁村交流、農山漁村地域の活性化に関する情報提供及び本機構の組織・業

務・調査研究の成果、ツアー・セミナー等業務の周知徹底を図るため、ＷＥＢ、   

ＳＮＳ、YouTube 等動画共有サービスでの情報発信を推進した。 

 



エ）その他、当機構の日常活動を通じて、都市農山漁村交流の促進、農山漁村地域活性

化に対する理解を深め、支援者の拡大に努めた。 

 

（２）農山漁村コミュニティ・ビジネスセミナー（まちむらセミナー）等事業 
ア）農山漁村コミュニティ・ビジネスセミナー 

テーマ【地域振興を図るための住民合意形成を促す手法】 
日 時：令和６年４月２５日（木）１６：００～１７：３０（ZOOM オンライン） 
講 師：（一財）都市農山漁村交流活性化機構 茅原 裕昭 
 
テーマ【農村ＲＭＯと新規就農者移住者促進を柱に地域を守る！】 
日 時：令和６年５月２４日（金）１６：００～１７：３０（ZOOM オンライン） 
講 師：加茂谷ＲＭＯ推進協議会 柳沢 久美（徳島県阿南市） 
 
テーマ【都市と農山漁村の共生・対流を促進させる「プロボノ」について 

「地域外の関係者と連携して地域の未来を拓く」】 
日 時：令和６年６月１２日（水）１６：００～１７：３０（ZOOM オンライン） 
講 師：特定非営利活動法人サービスグラント 代表理事 嵯峨 生馬（東京都） 
 
テーマ【マーケティングで農産物の魅力を引き出し新たな宝を作る 

和歌山県有田川町】 
日 時：令和６年７月１８日（木）１６：００～１７：３０（ZOOM オンライン） 
講 師：龍谷大学 経営学部 経営学科 教授 藤岡 章子 
 
テーマ【空き家、農業、民泊等の多様な農山漁村資源の活用戦略】 
日 時：令和６年９月４日（水）１６：００～１７：３０（ZOOM オンライン） 
講 師：暮らしの宿 福のや 代表 瀬川 知香（鹿児島県南九州市） 

 

イ）全国廃校活用セミナー 

日 時：令和６年１０月３１日（木）１３：３０～１１月１日（金）１１：３０～ 

場 所：秋津野ガルテン (和歌山県田辺市) 

人 数：参加者３０名 

＜第一部＞ 

テーマ：「全国における廃校活用の取り組み紹介」 

講 師：（一財）都市農山漁村交流活性化機構 業務第 1部審議役 畠山 徹 
報告Ⅰ：「障がい者就労支援ハピラブ／和歌山県白浜町」 

講 師：(一社)み・ゆーじ代表理事 末永 将大 

報告Ⅱ：「有田川町移住就業支援拠点施設しろにし／和歌山県有田川町」 

講 師：(一社)しろにし 理事 白川 晶 

報告Ⅲ：「交流センター太田の郷／和歌山県那智勝浦町」 

講 師：太田寄合会 交流センター太田の郷 事務局長 石田 一 

 

＜第二部＞ 

テーマ：「食農価値共創と域学連携」 

講 師：和歌山大学経済学部教授、食農総合研究教育センター長 岸上 光克 

テーマ：「地域課題を解決するツーリズムの展開」 

講 師：ＣＲＣ合同会社地域再生診療所 所長 井上 弘司 



テーマ：「地域づくりからコミュニティビジネスへ」 

講 師：農業法人株式会社秋津野 代表取締役 木村 則夫 

 

３ 農林漁業体験民宿事業 

（１）農林漁業体験民宿の登録事業 

農林漁業体験民宿業者の登録実施機関として、登録を通じて農林漁業体験民宿の健全

な発展を図るとともに新規開設などの相談業務を実施した。 

また、グリーン・ツーリズム総合補償制度等の提供により登録促進を図った。登録農

林漁業体験民宿に対して農林水産大臣の承認を受けた標識を貸し出すとともに、登録農

林漁業体験民宿の利用拡大を図った。 

 

（２）総合情報サイト「里の物語」への掲載普及を行い拡大に努めた。 

 

 

Ⅱ 収益事業 
１ 地域活性化支援事業 

（１）受託調査、計画作成等支援事業（コンサルタント業務） 

本機構においては、グリーン・ツーリズムや地産地消等に係る知見や業務実績を活 

かして、国・自治体・団体等からの相談・要望に応じて、農山漁村地域の活性化に係る

受託調査・計画作成等の支援を行った。 

今年度は、農泊の推進や学校教育旅行の受入対策（教育旅行民泊・探究的な学習等）

に関する研修依頼が多かった。 

＜受託業務＞ 

・栃木県真岡市グリーン・ツーリズム研修会及び現地実習研修会の開講 

・栃木県大田原市グリーン・ツーリズムガイド育成講習会の開講 

・帝京大学経済学部観光経営学科の授業 

・岐阜県ブランディング研修会の開講 

・徳島県阿南市農泊研修会の開講 

・山口県都市農山漁村交流魅力向上・受入体制強化業務の実施 

・山口県令和６年度都市農山漁村交流促進専門家派遣実施業務の実施 

・高知県嶺北地域農泊コンサルティング事業の実施 

・長崎県安全管理研修及びＳＤＧｓ研修会の開講 

・沖縄県グリーン・ツーリズム体制強化促進事業の実施 

・栃木県都市農村交流施設活性化支援事業 

 

＜専門講師の派遣等＞ 

・ＪＩＡＭ自治体向け関係人口研修会 

・青森県学校教育旅行民泊受入地域団体研修会 

・青森県八戸地域リスクマネジメント研修会 

・山形県インバウンド研修会 

・山形県農家民宿開業研修会 

・岩手県体験指導者研修会 

・福島県ふるさと子ども夢学校推進協議会 

・福島県県南農林事務所グリーン・ツーリズム研修会 

・福島県会津若松市グリーン・ツーリズムクラブ勉強会 

・茨城県笠間市教育旅行民泊研修会 

・ＪＩＣＡ日本の観光政策研修会 



・令和６年度子ども農山漁村交流プロジェクトセミナー基調講演 

・農泊における教育旅行に関する情報整理に係る手引きの作成 

・農泊地域の教育旅行の受入拡大に向けた有識者会議 有識者出席 

・水産庁漁港釣り施設、釣り教育施設に関する調査に関する検討委員 

・新潟県農家民宿開業研修会 

・新潟県胎内市受入家庭研修会 

・富山県農泊インバウンド研修会 

・石川県農家民宿開業研修会 

・岐阜県アドバイザー派遣事業 

・香川県地域連携研修会 

・長崎県長与町体験指導者研修会 

・中国安徽省組織部日本研修団研修 

・民間団体の組織課題解決のための人材育成カリキュラム 

・千葉地域食育推進会議 

・東海農政局令和６年度学校給食セミナー 

・ＪＩＣＡ中国 中米統合機構加盟国向けビジネスを通じた女性のエンパワメント 

研修 

・（公財）日本生態系協会 森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員 

・徳島県農村ＲＭＯの設立に向け、地域課題を抽出し地域で『支え合う！』を支援 

する地域元気再生寄合ワークショップ 

・国立大学法人和歌山大学「観光と都市農村交流の講座」 

・中新川農村環境向上地域協議会（富山県）地域づくり研修会 

・（公社）全国乗馬俱楽部振興協会 被災地支援等のための馬とのふれあい活動事業 

推進委員会 

 

（２）人材育成支援事業 

都市と農山漁村の交流を円滑に推進し、都市住民等を農山漁村地域に長期間迎える

ためには、地域資源を活用したプログラムの作成等様々な受入体制を整備することが

重要であり、農山漁村でこれら取り組みの中心となる人材を育成・確保をするための

グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクール等各種研修会を開催した。 

＜受託業務＞ 

・新潟県グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクール 

      令和６年１０月１５日(火)～１８日(金) 

・岐阜県グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクール 

      令和６年１０月２９日(火)～１１月１日(金) 

    ・沖縄県グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクール 

      令和６年１１月１２日(火)～１５日(金) 

    ・愛媛県今治市グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクール 

   令和７年１月２９日（水）～３１日（金） 

 ・福井県グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクール 

   令和７年３月１１日（火）～１３日（木） 

 ・愛知県新城市グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクール 

   通年開催 

 

＜自主事業＞ 

・グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクール（インストラクターコース） 

令和６年１２月３日(火)～６日(金) 

 



（３）農山漁村の資源・課題を活用した探究的な学習の伴走支援 

文部科学省は、小学校・中学校・高等学校の学習指導要領の改訂に伴い、令和２年

度から段階的に「探究的な学習」を授業に取り入れたことを踏まえて、農山漁村の資

源・課題を活用した「探究的な学習」の普及に向けた送り側・受入側の支援等を実施

した。 

ア）送り側（学校等）の支援（情報提供・相談対応・企画造成等） 

・当財団の公式サイト及びＳＮＳ「ｎｏｔｅ」での公開 

・全国修学旅行研究協会「全国修学旅行研究大会」での出展 

（東京都・学士会館）令和６年７月２３日(火) 

 

【情報提供の実績】 

・国：文部科学省児童生徒課長 

・県・県団体：８団体（福島・茨城・千葉・石川・岐阜・奈良・長崎・沖縄） 

・旅行会社：近畿日本ツーリスト（教育旅行事業部課長） 

・学校：１７公立中学校の校長、１高校の教諭 

・武蔵高等学校中学校の副校長による令和６年度探究的な学習旅行企画の募集 

・武蔵高等学校中学校の副校長による令和７年度探究的な学習旅行企画の調整等 

・関東学院高等学校の相談対応 

・正則高等学校の相談対応 

 

イ）受入側の支援 

・専門講師の派遣（青森県、岩手県、山形県、福島県、福井県、山口県） 

ウ）受入先の開拓等 

・神奈川県：あきさわ園（小田原市）、大雄山最乗寺（南足柄市） 

令和６年７月３０日（火） 

・福島県喜多方市・会津若松市・会津美里町 

令和６年８月１９日（月）～２０日（火） 

・宮城県大崎市（林業者による６次産業化・カーボンニュートラル） 

令和６年８月２２日（木）～２３日（金） 

・石川県白山市 

令和６年９月２０日（金） 

・福島県二本松市東和町、大玉村（フォレストパークあだたら） 

令和６年１２月２５日（水）～２６日（木） 

エ）関係機関・団体への協力 

・内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局（情報共有・チラシの配置等） 

・（株）農協観光 地域共創事業部（講師依頼等に係る情報交換） 

・（株）農協観光 地域共創事業部 教育事業課（相談対応：関西地方の新規開拓等）  

・（一社）全国農協観光協会（相談対応：北海道の農泊地域の支援策、業務協力等） 

・（株）ＪＴＢ「農泊教育旅行の情報整理（農水省都市農村交流課）」有識者会議 

の出席及び農泊地域向け教育旅行に係る受入手引きの原稿作成 

 

（４）保険金集金業務 

農林漁業体験民宿業者等グリーン・ツーリズムに関わる者を対象とした保険のグリ

ーン・ツーリズム総合補償制度の集金業務、農林水産業関係者の福利厚生を図ること

を目的として行ってきた保険の集金業務を行った。 

 

 



Ⅲ その他 
事業の実施に当たっては、経費の節減を基本に業務の効果的な実施、経理事務の適性

化等業務の適切な運営を行った。また、情報公開の徹底を図ることにより公平性、透明

性を確保した。 


